補 足 説 明

＜６ページ（情報公開）＞

問１　事業の内容や補助金の使途について「これまで以上に積極的に（情報を）公開することにより、透明性を確保する」とありますが、例えば、どのような方法が考えられますか。         

答　自治協議会の事業内容や事業費については、自治協議会の活動を校区全体のものにしていくためにも、何らかのルールを決めて、住民に情報を公開していく必要があると考えています。
　　例えば、より多くの人が、より簡単に事業計画や収支決算書を閲覧できるよう、

○ 「自治協議会だより」（または「公民館だより」の裏面）に必ず掲載するようにする

○ 公民館に掲示する

○ 区役所と公民館にファイルを備え付ける

などの方法が考えられます。

　ぜひ皆様のご意見をお聞かせください。
＜８ページ（まちづくり基本事業）＞

問２　「まちづくり基本事業」については、①～⑥のカッコ内に具体的な項目が記載されていますが、これらの項目は、すべて実施する必要がありますか。

答　カッコ内の項目は、それぞれの事業に関して「必ず取り組みを行う項目」であり、すべてを実施していただく必要があります。

　　なお、「各項目を組み合わせて、総合的に事業を実施する」「１項目につき１事業を行う」など、実施方法は、自治協議会内で話し合って決めてください。

＜10ページ（事務職員雇用等経費）＞

問３　「人件費については、対象を拡大し、役職を問わず、事務職員（会計・文書作成等の具体的業務に主として従事する人）に支給できるようにします」とありますが、これまでとどう変わるのですか。

答　現在、人件費（事務職員雇用経費）は「自治協議会役員（会計業務に従事する役員を除く。）へは支給することができない」としていますが、この制限をなくし、役員であっても「事務職員」として業務を行っている人には、支給できるようにするものです。

問４　「事務職員（会計・文書作成等の具体的業務に主として従事する人）」とはどのような人ですか。会議の報告書やお知らせ文書などを作成する人は、すべて対象になるのでしょうか。

答　「事務職員」の考え方は、現在と同じです。

　　自分の業務として会計・文書作成等を行っている方は対象になりますが、例えば「会議に出席して報告書を書いただけ」「何度かお知らせ文書を作成しただけ」という方は対象になりません。

問５　支給対象者や金額は自治協議会の中で決めてよいのですか。市としては、どの程度を考えているのですか。

答　「だれが事務を行っているか」「どんな事務を行っているか」は、校区によって大きく違うため、全市一律の基準を設ける予定はありません。
　　自治協議会内で協議し、実情に応じて決めていただきたいと考えています。

＜10ページ（活動費）＞


問６　「活動費」とは、どのようなものですか。

答　「活力あるまちづくり支援事業補助金」については、「補助金が使えない経費があり、役員の手出しが多い」などのご意見をいただいています。
　　こうしたことから、今回、「活動費」の区分を設け、実際に自治協議会の活動を行う際に生じる各種の実費相当額を、月額・年額などを定めてまとめて支給できるようにするものです。

　

問７　「活動費」として、どのような経費が支給できますか。また、支給できない経費はありますか。
答　支給できる経費としては、バス・地下鉄代、電話代、ガソリン代などが考えられますが、これ以外にも、実際に自治協議会の活動を行う際に生じる各種の実費相当額を自治協議会内でご検討ください。

　　なお、特定の役職に就任すれば活動の有無にかかわらず支給される「役員手当」や、慶弔費をはじめとした「交際費」は、現在と同じように、対象になりません。


問８　「活動費」は、どのような人に支給できますか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

答　役員をはじめ、実際に自治協議会の活動を行っている方々に支給できます。対象者は、自治協議会内で協議し、実情に応じて決めていただきたいと考えています。

＜10ページ（運営費の限度額）＞


問９　運営費の限度額（補助金限度額に占める割合）は、これまでと変わらないのですか。活動費の新設等に伴い、限度額を引き上げるべきではないでしょうか。

答　運営費の限度額については、今後どのようにすればよいか、現在、検討を行っているところです。

　　ご意見があれば参考にさせていただきますので、ぜひお聞かせください。















